
１．研究の背景・目的 

1980 年代後半、日本ではバブル経済が始まり、これに

伴い多くの住宅が建設された。そして、このバブル経済

が崩壊した後も住宅の増加は続き、また人口動態との関

連の中で国内における空き家の割合が多くなってきた。

この現象は都市部においても見られ、例えば関東大都市

圏における賃貸の非木造集合住宅の空き家率は 2008 年

が 17.3％に対し、2013 年は 19.0％に増加している。注１

今やこの空き家は全国レベルの社会問題の一つである。 

また、日本の住宅はその有効とされる期間が約 30 年

程度とされており、海外と比較しても短命である。注２な

お、これに関連する年数としては、実際に除去された住

宅の平均年数の約 26 年文４、RC 造の集合住宅の法定耐用

年数の 47 年、RC 造の共同住宅の建物平均寿命（固定資

産台帳調査 2005 年）の約 45 年文５などがある。これは、

建築の耐久性の違いもあるが、新築志向の強い日本の需

要者ニーズとの関係も大きく、空き家問題の要因の一つ 

 

と考えられる。 

空き家問題の対策自体も、様々な取り組みが行われて 

いるが、その中で中古住宅を新築時の目論見とは違う次

元に改修する「リノベーション」が注目されている。ま

た、中古住宅をデベロッパーが一度購入し、改修した上

で再販する形態も多く見られるようになった。本研究で

は、この再販型リノベーションの中でも住棟全体をデベ

ロッパーが購入・改修・再販する「一棟リノベーション」

について焦点を当てる。一棟リノベーションは通常の住

戸単位のリノベーションとは異なり、共用部の改修が可

能であるため、集合住宅全体の居住環境も向上させるこ

とができ、空き家を減少させる効果が期待できる。本研

究はこの事業手法促進を念頭に、この計画特性と事業主

の取り組みを明らかにすることを目的とする。 

なお、本稿に関連する既往研究を見ると、集合住宅の

共用空間のリノベーションについて、平井・山本文６が一

棟リノベーションを共用空間の改修の手法の一つとして 
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⤂している。また、一棟リノベーションを集合住宅の

再生建築としてとらえるならば、建築家の㟷木ⱱẶが定

⩏するリࣇニンࢢ建築もこの実㊶の一つに位⨨け

ることができる。㟷木Ặはその実సを特にᢏ⾡的なഃ㠃

から多くのⴭ᭩を通ࡌ⤂しており、その一例としてཧ

考文⊩ 7 がᣲࡆられる。本研究は一棟リノベーションの

事業全体に焦点を当て、またリࣇニンࢢ建築とは異

なる、業がᒎ㛤する事業としてのഃ㠃を明らかとする

ものである。 
なお、本研究はཧ考文⊩ 8、9 をとりまとめ加➹した

ものである。 
 

㸰．一棟リノベーションのᐃ⩏ 
� 一棟リノベーションとは、社宅や賃貸࣐ンションなど

に用されていた建物全体を業（デベロッパー）が㈙

い取り、住戸と共に内、共用部、外ほなど一棟全体に

大ᖜな改修をすものである。住戸は当ึ㈙い取られた

ものはすࡄにリノベーション・販される。また、賃貸

住戸は当ึはデベロッパーとの間で賃貸ዎ約が⥅続さ

れるが、入居者が㏥去するとಶูにリノベーション・販

され、᭱⤊的には全体が༊ศᡤ有建物になる。リノベ

ーション住宅༠㆟会はこの形態を R3 住宅（༊ศᡤ有࣐

ンションの専有部+共用部をྵࡴ一棟全体）と位⨨け

ている。注㸱 
一棟リノベーションの大きな࣓リッࢺとしては、共用

空間・設の改修がᣲࡆられる。一⯡的なリノベーショ

ンではಶ々の住戸の⠊ᅖでしか౯್を高めることができ

ない。その点、一棟リノベーションではᗯୗや࢚レベー

など共用部ศをྵめて、生ά環境全体ࢫンࣛࢺン࢚、ࢱ

の改ၿをᅗることができる。また、㏆年の社宅の需要の

పୗやಶ人経Ⴀされている賃貸࣐ンションの࣓ンࢼࢸン

の༑ศさは、空き家の増加を加㏿していると考えらࢫ

れる。このような集合住宅を一棟リノベーションするこ

とは、住宅の㉁を向上させ、⤖果として空き家を減少さ

せる効果が期待できる。 
 
㸱．研究のᑐ㇟と᪉ἲ 
� 動産経済研究ᡤは 2005㹼2016 年 7 ᭶の期間内にお

いて行われた一棟リノベーションの調査のሗ࿌資ᩱをබ

㛤している。文１１この資ᩱにᥖ㍕された一棟リノベーシ

ョンを手がける業を中ᚰに、計 13 社の 15 ✀のブࣛン

ドの事例を調査対象とする。 
調査᪉法➼は⾲ 1 に♧した。これらの事例についてබ

ᘧ࣍ー࣒࣌ーࢪなどにᥖ㍕されたሗをもとに現ᅾの一

棟リノベーションの実態をᢕᥱする。その後、調査対象

の 13 社の業に㒑㏦によるンࢣーࢺ調査を実し、

事業主としてຊを入れている取り組みなどを調査する。

また、15 ✀のブࣛンドの中からឡ▱┴に事例をᣢつ業

にࣄリンࢢ調査を行い、当ヱ事例に関するよりヲ⣽な

ሗをᢕᥱする。 
 
㸲．一棟リノベーションの計画特性 
օ� ᘓ⠏ᴫせ�

2017年7᭶の時点での調査対象全体の事例数は92（⾲

2）☜ㄆでき、これらの事例を対象に実態ᢕᥱを行った。

これにより、ᇶ本特性として௨ୗのᅗ 1㹼7がᚓられた。 
ᡤᅾᆅ（ᅗ 1）は㤳都圏に多い。㤳都圏は高ᆅ౯であ

るため、一棟リノベーションが割Ᏻな住宅を実現する手

ẁ・手法としてホ౯されていると考えられる。改修前の

用㏵（ᅗ 2）は、社宅が᭱も多い。 
既Ꮡ建物❹工年（ᅗ 3）は、既Ꮡ建築物がバブル経済

┤後の 1990 年代前半に❹工したものが多い。リノベー

ション❹工年（ᅗ 4）から一棟リノベーション事例が

2010 年௨㝆、Ᏻ定し౪⤥されていることが☜ㄆできる。 
⾲ �� ㄪᰝᴫせ�

ㄪᰝ A� 計画特性ㄪᰝ 
ㄪᰝᑐ㇟・᪉ἲ� 次の手㡰で集・ศᯒを行った。 

1）ཧ考文⊩ 11をཧ考に、一棟リノベーションを手がける主
な業（13社）の࣐ンションブࣛンド（15 ✀）を、බᘧ
。などからᇶ本的な建築ᴫ要➼のᢕᥱを行うࢪー࣒࣌ー࣍
（本稿 4❶օ） 

2）上グの事例について 1）でᚓられたሗから建築ᴫ要➼
のྛ㡯目についてࣇࣛࢢをసᡂし、実態ᢕᥱを行う。（本
稿 4❶օ） 

3）上グの事例について改修前の用㏵ูに 2）と同様にࣛࢢ
をసᡂし、事態ᢕᥱを行う。（本稿ࣇ 4❶ֆ） 

ㄪᰝᮇ� 2017 年 4᭶㹼9᭶ 
ㄪᰝ B� 業のンࢣーࢺㄪᰝ 
ㄪᰝᑐ㇟� 調査 Aと同様の業（13社） 
ㄪᰝ᪉ἲ� 㒑㏦によるンࢣーࢺ調査 
ㄪᰝᮇ� 2017 年 12᭶㹼2018 年 1᭶ 
ㄪᰝ C� 業のࣄリンࢢㄪᰝ 
ㄪᰝᑐ㇟� 調査 A の調査対象の࣐ンションブࣛンドの中から、ឡ▱┴

に事例をᣢつ業 
ㄪᰝ᪉ἲ� 現ᆅどᐹをවࡡてのࣄリンࢢ調査 
ㄪᰝᮇ� 2016 年 12᭶、2017 年 11 ᭶ 

⾲ �� 一棟リノベーションࢆᡭࡅࡀる主࡞業とࣛࣈンࢻ文６ 

業  ྡ ࢻンࣛࣈ  ྡ 事例  ᩘ
✰྿⯆産 ルࢸࢫࣇー3 ࢪ 
 3 ࢫリドレ ࢺン࣓ࢺࢫンベ・ࢶࢤル࢘
 3 ࢫࢡー࣐リノ ニシࢫࣔࢫࢥ
 ンリーノ 5ࢧ ズ࣒ー࣍ンࣚーࢧ
大ி✰྿動産 ࣛࢢンデーノ 3 
東ிᛴ行㟁㕲 3 ࢚ࣛ 
東新住販 ベルࢢ�  ンデ 6ࣛࢢ
㛗㇂工リルࢸࢫ࢚ーࢺ リ3 ࢜ࢿ 
 2 ࢱࢫリ࢜レーション デ࣏ࣗーࢥࢫーࣕࢪーࣇ
ࣘニ࣍ー リ・ノࣦ7 ࢫ 
 
リࢱࣅ 

リノ19  
ル6 ࢫࣛࢡ 
リࢪ̿  ࣗ 6 

リࣅンࣇࣛࢢ リリ15 ࣇ 
住ᯘ業 ࢛ࣇレ8 ࢸࢫ 

計 92 
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ᅗ �� ᡤᅾᆅ㸦1 ��㸧� � � ᅗ �� ᨵಟ๓の⏝㏵㸦1 ��㸧�

 
ᅗ �� ᪤Ꮡᘓ⠏≀❹ᕤ年�

 
ᅗ �� リノベーション❹ᕤ年�

これに加え、既Ꮡ建物が❹工してから改修されるまで

の期間である改修ࢫパン（ᅗ 5）を見ると、築 20 年前後

のものが多くなっている。これは大つᶍ修⧋の時期にあ

たることから、ྛ建物のᡤ有者が㏣加ᢞ資をồめられる

時期に、デベロッパーの༷のពᛮỴ定を行っている

と考えられる。なお、ಶ人経Ⴀの賃貸住宅のሙ合は、こ

れに加え┦続の問題も少なからࡎ関係しているものと᥎

 される。 
᭱ᐤり㥐からのᡤ要時間（ᅗ 6）はᚐṌ 10 ศ前後の事

例が多い。また、ᚐṌ 2ศ௨内の事例も改修されている。

これは、㥐からᚐṌ圏の事例を中ᚰに改修していると考

えられる。注４販౯᱁と住戸㠃✚（ᅗ 7）の関係性は、

住戸㠃✚約 80 ੍、販౯᱁約 3500 の㏆に集中し

ている。これらのことから、一棟リノベーションは比較

的౽性の高い、割Ᏻឤのある住宅をồめる需要者のニ

ーズにᛂえる住宅であると考えられる。 
ֆ� ᨵಟ๓⏝㏵ูᘓ⠏特性�

改修前用㏵ูにࢢルーࣉศけ（社宅、賃貸࣐ンション、

明）したものをᅗ 8㹼11 に♧す。 

 
ᅗ �� ᨵಟࣃࢫン�

 
ᅗ �� ᭱ᐤり㥐ࡽのᡤせ㛫㸦ศ㸧�

 
ᅗ �� ㈍౯᱁と住ᡞ㠃✚㸦୰ኸ್㸧�

改修前用㏵ูの既Ꮡ建物❹工年（ᅗ 8）から、既Ꮡ物

௳が多く建てられている 1990 年代前半には社宅の割合

が多いことがわかる。これは、バブル経済の時期に社宅

が多く建てられ、これが一棟リノベーションの形で現れ

ていると考えられる。改修前用㏵ูのリノベーション❹

工年（ᅗ 9）では、この社宅が᪩いẁ㝵から一棟リノベ

ーションの対象となっていることが☜ㄆできる。これは

リー࣐ンショッࢡなどにより業の業⦼がᝏした時期

とᴫࡡ➢合する。 
改修前用㏵ูのᡤᅾᆅ・᭱ᐤり㥐からのᡤ要時間（ᅗ

10・11）では、社宅より賃貸࣐ンションであった事例の

᪉が東ி都に集中しており、᭱ᐤり㥐からのᡤ要時間も

㏆くなっていることがわかる。これは社宅の❧ᆅ特性の

現われであり、⤖果として❧ᆅにおける事例の౽性は

賃貸࣐ンションの᪉がඃれていることがわかる。 
 
㸳．事業主の取り組み㸦ンࢣーࢺㄪᰝ㸧 
� 調査はඛ㏙のࢺーࢣン 13 社に౫㢗し、10 社からᅇ

⟅をᚓた。（ᅇ率 76.9％） 
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ᅗ �� ᨵಟ๓⏝㏵ู� ᪤Ꮡᘓ⠏≀❹ᕤ年�

 
ᅗ �� ᨵಟ๓⏝㏵ู� リノベーション❹ᕤ年�

 
ᅗ ��� ᨵಟ๓⏝㏵ู� ᡤᅾᆅ�

 
ᅗ ��� ᨵಟ๓⏝㏵ู� ᭱ᐤり㥐ࡽのᡤせ㛫�

� この調査⤖果から一棟リノベーションは主に㤳都圏を

中ᚰ（ᅗ 12）に中つᶍ事例（ᅗ 13）においてᒎ㛤され

ており、その主要なࢱーࢤッࢺᒙは 30 代（ᅗ 14）のᑠ

さなᏊ౪をᣢつ家᪘など（ᅗ 15）に向けて౪⤥されてい

ることがわかった。これは既Ꮡ建築物のつᶍとの関連が

大きいと考えられる。 
� ၟရ画の㔜ど点（ᅗ 16）においては、主に 15、16
などのᏳᚰឤに関わる㡯目が㔜どされていることがわか

った。これは、中古住宅としてのഃ㠃をᣢつ一棟リノベ

ーションに対する需要者のᏳឤを少しでも取り除こう

と㓄៖していると考えられる。また、既Ꮡ建物の㑅定時 

 
ᅗ ��� ౪⤥ᆅᇦ㸦1 ��㸧� � ᅗ ��� 㛤Ⓨつᶍ㸦1 ��㸧�

 
ᅗ ��� �㸦年㱋ᒙ㸧㸦1 ��㸧㸦ᕥᅗ㸧ࢺࢵࢤーࢱ

ᅗ ��� �㸦ᐙ᪘ᵓᡂ㸧㸦1 ��㸧㸦ྑᅗ㸧ࢺࢵࢤーࢱ

 
ᅗ ��� ၟရ画の㔜どⅬ㸦」ᩘᅇ⟅�1 ��㸧�

の㔜ど点（ᅗ 17）においては、4 が╔目され、中古住宅

がὶ通しているᆅᇦが、一棟リノベーションがᡂ❧する

要௳とのㄆ㆑が見られた。また、11、13 などの㐺ษな⟶

理がされていることが᮲௳としてᣲࡆられた。 
� 既Ꮡ建築物のຎ≧ἣの調査・᳨査（ᅗ 18）は㌣体関

係の部位で多く実されており、ၟရ画と同様にᏳᚰ

ឤに㓄៖していることがわかる。また、㓄⟶や外ቨなど

は❹工 20 年㡭にຎのしがあり、多くの調査・᳨査

が行われている。設ഛシ࣒ࢸࢫのຎも多く見られ、共

用部の修⧋にもあまり手がᅇっていないためと考えられ

る。 
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ᅗ ��� ᪤Ꮡᘓ⠏≀ࢆ㑅ࡪの㔜どⅬ㸦」ᩘᅇ⟅�1 ��㸧�

 
ᅗ ��� ᐇ࠸࡚ࡋるຎ≧ἣのㄪᰝ・᳨ᰝ㸦」ᩘᅇ⟅�1 ��㸧�

 
ᅗ ��� ඹ⏝㒊のᨵಟの㔜どⅬ㸦」ᩘᅇ⟅�1 ��㸧�

共用部の改修内ᐜの㔜ど点（ᅗ 19）は、࢚ンࣛࢺンࢫ 
࿘りのデࢨンやࢭキࣗリࢸシ࣒ࢸࢫの強に㔜点を

⨨かれている。既Ꮡ建築物が多く❹工している 1990 年

代前半㡭は࢜ーࢺロッࢡのᬑཬ率がపく、現ᅾのニーズ

に合わせるために増設されたと考えられる。文２また、社

宅や賃貸࣐ンションをศㆡ࣐ンションにኚ᭦する際に、

設ഛỈ‽のᕪ異をゎᾘすることも要因として考えられる。 
� ࣓リッࢺ（ᅗ 20）は賃貸࣐ンションのሙ合、既Ꮡ建築

物を㈙い取った時点で既Ꮡ居住者から賃ᩱがᚓられるこ

と、❧ᆅ᮲௳がⰋዲな物௳を入手可能なことがᣲࡆられ

た。デ࣓リッࢺ（ᅗ 21）はᚑ前居住者が㏥去するまで改

修ができないこと、Ⰻዲな物௳のሗの入手がᅔ㞴なこ

と、既Ꮡの建築物やᚑ前居住者の≧ἣのᢕᥱが㞴しいこ

とがᣲࡆられた。 

 
ᅗ ��� ࣓リࢺࢵ・Ⰻ࠸ᡤ㸦」ᩘᅇ⟅�1 ��㸧�

 
ᅗ ��� �ㄢ㢟㸦」ᩘᅇ⟅�1 ��㸧・ࢺࢵリ࣓ࢹ

㸴．事業主の取り組み㸦ࣄリンࢢㄪᰝ㸧�

� 2 つの事例 A・B に関するࣄリンࢢ調査を現ᆅどᐹ

と共に実した。この 2 事例のྛ㡯目に対する比較を行

った。（⾲ 3） 
� 事例 A は᭱ᐤり㥐より少し㊥㞳のある、ᑠさなᏊ౪を

ᣢつᑠつᶍな家᪘がࢱーࢤッࢺとなっている。それࡺえ

のࢸニ࣑ࣗࢥンションの居住者同士やᆅᇦ住Ẹとの࣐

形ᡂにຊを入れ計画されている。そのල体策として、㥔

㍯ሙや住戸を࣑ࣗࢥニ࣌ࢫࢸーࢫと改修し、ベン

を㛤ദすることで人々のゐれ合いのᶵ会を生みฟしてࢺ

いる。さらに、外部空間をᏊ౪のᡂ㛗を促すことを考៖

したᗞᅬと改修した。また、販ẁ㝵では、住戸のࢫ

ンの≧態をබ㛤しており、実物を見ながら建物のࢺルࢣ

≧態を☜ㄆすることができる形とした。 
� これに対し、事例 B は᭱ᐤり㥐にᴟめて㏆い、1㹼3
人のୡᖏがࢱーࢤッࢺとなっている。そのため౽性を

㔜どした設計となっており、ࢭキࣗリࢸの実などに

ຊを入れている。࣑ࣗࢥニ࣌ࢫࢸーࢫはᅗ᭩ࢥーࢼー

とパ࢜ࢸの 2 かᡤのみとし、㥔㌴ሙにはシࣕッࢱーࢤ

ーࢺを増設するなどࢭキࣗリࢸの強をᅗっている。 
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� この 2 事例の共通点の➨一は物௳の౯᱁である。新築

で同ࡌ᮲௳のものを購入するሙ合に比てᏳ౯で購入で

きる（ࣄリンࢢ対象者ㄯ）。➨は࢚ンࣛࢺンࢫ࿘りの

改修である。࢜ーࢺロッࢡの強や宅㓄࣎ッࢫࢡの設⨨

など、౽性向上がされている。また、改修するにあ

たって、➨୕者調査ᶵ関による建物のຎ≧ἣ➼の調査

が行われており、その⤖果を㋃まえた耐久・Ᏻ全性がಖ

ドされている。 
௨上のことから、一棟リノベーションは約 20 年前の

中古集合住宅を、現ᅾの新築に㏆いỈ‽まで上᪼させる

ものであるといえる。また、賃貸からศㆡとᡤ有形態

が⛣行するにあたってᏑᅾする㉁的ᕪ異をᇙめることも

可能であり、実際の用≧ἣを見ながら専有部・共用部

の改修を行える点が新築と比較して点である。 
 
㸵．ࡲとࡵとᒎᮃ�

օ� �ࡵとࡲ

� 本稿では一棟リノベーションについて主に௨ୗのよう

な特ᚩを明らかにすることができた。 
計画特性としては、既Ꮡ建築物はバブル経済期に建て

られたものが多く、約 20 年のࢫパンで改修がされてい

る。その中でも社宅の割合が多いが、❧ᆅ᮲௳は賃貸࣐

ンションの᪉がඃれている。また、主要なࢱーࢤッࢺᒙ

は 30 代のᑠつᶍୡᖏが中ᚰとなっている。その中でも

㥐からの㊥㞳にᛂࡌて、改修内ᐜに┦違点が見られた。 
 

⾲ �� 事例$・%� ྛ㡯目ẚ㍑�

 事例 A 事例 B 
ᡤᅾᆅ� 㛗久手市 名古ᒇ市 
⏝㏵ᆅᇦ� ➨一✀住居ᆅᇦ ၟ業ᆅᇦ 
ᨵಟ๓⏝㏵� 賃貸࣐ンション 賃貸࣐ンション 
᪤Ꮡᘓ≀❹ᕤ年� 1996 年 1994 年 
リノベーション

❹ᕤ年�

2015 年 2015 年 

౯᱁� 2050㹼2590  3390㹼3998  
ᵓ㐀�つᶍ� RC7 㝵建て RC14 㝵建て 
⥲ᡞᩘ� 45 戸 39 戸 
ᑓ᭷㠃✚� 64.11㹼65.73  ੍ 70.04㹼85.17  ੍
᭱ᐤり㥐ࡽの

ᡤせ㛫�

ᚐṌ 14 ศ ᚐṌ 2 ศ 

�ࢺࢵࢤーࢱ Ꮚᣢࡕ家᪘（ᑠつᶍ） DINKS ➼（1㹼3 人） 
�ࢺࣉࢭンࢥ シンࣉルで㇏かなᬽらし ౽性という‶㊊ឤ 
㔜どⅬ�  ࢸキࣗリࢭ ࢸニ࣑ࣗࢥ
主࡞ඹ⏝㒊の�

リノベーション�

・㥔㍯ሙЍズ࣐  ࣖ
・住戸Ѝࣕࢳノ࣐࢘ࣛン

 ࢪ
・外部空間Ѝᗞᅬ 
 の新設ࢡロッࢺー࢜・

・外部空間Ѝパ࢜ࢸ 
・共用⋞関にᅗ᭩ࢥー

 ーの増設ࢼ
・㥔㌴ሙにシࣕッࢱー

 の増設ࢺーࢤ
の㡿ᇦࢡロッࢺー࢜・

ᣑ大 
�ン住ᡞࢺࣝࢣࢫ 有 ↓ 
�の㛤ദࢺベン 有 ↓ 

取り組みとしては、中古住宅のഃ㠃をᣢつため、Ᏻᚰ

ឤを㔜どした取り組みが多くされている。また、既Ꮡ建

築物のຎやᚑ前居住者の≧ἣᢕᥱを行っている。しか

し、後者はᐜ᫆ではないとのᣦもあった。 
ֆ� ᚋのᒎᮃ�

今後、本研究では᮲௳の異なる事例のࣄリンࢢ調査

を行い、より多㠃的かつ⢭⦓な実態ᢕᥱを行う。また、

一棟リノベーションの事例の居住者を対象にンࢣーࢺ

調査を行い居住者・需要者ഃから見た一棟リノベーショ

ンのホ౯をᢕᥱする。 
 
注㔘 
1）ཧ考文⊩ 1、2 における資ᩱࠗ空き家の✀㢮�5 ༊ศ�，⭉ᮙ・◚ᦆ

の有↓�2 ༊ศ�，建て᪉�4 ༊ศ�，ᵓ造�5 ༊ศ�ู空き家数̿大都

市圏࠘の中の、「関東大都市圏」、「賃貸用の住宅」、「共同住宅」、

「㕲➽・㕲㦵ࢥンࢡリーࢺ造」およࡧ「㕲㦵造」にあたる数್を関

東大都市圏における賃貸の非木造集合住宅の࠙空き家戸数ࠚとし、

ࠗ住宅の✀㢮�2 ༊ศ�，住宅のᡤ有の関係�5 ༊ศ�，建て᪉�4 ༊ศ�，

ᵓ造�2༊ศ�，ᘏ㠃✚�6༊ศ�ู住宅数̿大都市圏� の࠘中の、「関

東大都市圏」、「家」、「共同住宅」、「非木造」の「⥲数」にあたる

数್を関東大都市圏における賃貸の非木造集合住宅の࠙ ⥲戸数 とࠚ

して⟬ฟしたものである。�

2）ཧ考文⊩ 3 によれば、⁛ኻ住宅の平均築後年数は、日本 32.1 年、

࣓リ࢝ 66.6 年、ࢠリࢫ 80.6 年となっている。 
3）本研究ではཧ考文⊩ 10 の「㐺合リノベーション住宅」のR3 住宅を

一棟リノベーションと定⩏した。 
4）ཧ考文⊩ 12 によれば、「㥐からᚐṌ圏」とは 10 ศ௨内と考えるᅇ⟅

が᭱も多く、平均は 12.6 ศであった。 
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